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※当資料に従うことで、法令違反がないことを保証する資料ではありません。
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⼈事異動の拒否 対応チェックリスト

⼈事異動は原則拒否できないものの、従業員側に正当な理由があれば拒否が認められるケースもあります。

標的性の排除 退職強要や不当な動機が含まれていないか

異動命令の妥当性チェック

配転命令権の根拠 就業規則または雇⽤契約書に明記されているか

異動の業務必要性 経営上‧組織上の合理的理由があるか

職種‧勤務地制限 雇⽤契約上の職種‧地域制限に違反していないか

賃⾦⽔準の維持 不合理な減額が伴わないか

項⽬ 内容 確認
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妊娠‧出産 均等法9条違反とならないよう要注意。

拒否理由の確認と配慮

介護‧育児‧通院 育介法に基づき配慮義務あり。代替策検討を。

病気や障害 労働契約法5条の安全配慮義務に留意。

労組活動 労組法7条違反の不当労働⾏為に該当しないか確認。

企業対応の流れ

従業員との⾯談で理由を丁寧にヒアリング1.

異動の業務的必要性と背景を説明2.

拒否理由の例 企業側の対応ポイント
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退職時の判断整理（会社都合 or ⾃⼰都合）

異動命令が不当（嫌がらせ‧契約違反等） 会社都合退職

正当な配転命令を拒否して退職 ⾃⼰都合退職

企業対応の流れ

異動先の条件やサポート体制を共有3.

経済的⽀援（転居費⽤補助など）を検討4.

異動拒否が継続する場合、段階的な懲戒処分の可否を慎重に検討5.

※最終的な判断はハローワークが⾏います。記録保存が重要です。

状況 退職区分


